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STOP! Predatory Gambling
（略奪的ギャンブルを止めさせよう）
○　米国のLes Bernal氏の提唱する「略奪的ギャンブルに反対する国際行動デー」が9月26，27日に決まり、各国への連帯取組を呼びかけられた。
　　「Predatory Gambling（略奪的ギャンブル）」とは何か。カジノにせよ、競馬・競輪・競艇にせよ、およそ賭博（ギャンブル）は客から金を奪う「略奪的」なものである。従って、Predatory とはGamblingの本質を形容した言葉であるといえる。
　　しかし、一時の娯楽のための賭けが処罰対象とされていないように、広義のギャンブルの中にも互換的な楽しみのものを除くとすれば、Predatoryとの表現は適当な言葉といえる。
○　略奪的（Predatory）といえる現実のギャンブルとはなにか。
　　第1に、「業として客からの収奪益を目的としているもの」は略奪といわざるを得ない。これによって公営競技から風営法の脱法的営業パチンコであろうと略奪的といえる。もちろん、非合法のヤミ賭博やノミ行為は略奪的なものである。客の射倖心を利用または対応しているかどうかは、営業、収益事業としての賭博である限り何の言い訳にもならない。
　　第2に、略奪的とは客本人が同意しているものは除くという意味なら、およそ合法非合法を問わず、その形式的な同意は得ていることになり、ギャンブルは全て略奪的でなくなり形容限定の意味を失う。
よって、敢えて略奪的の言葉に意味があるとすれば、客への「収奪度」が問われるだろう。この点、日本の宝くじ、スポーツ振興くじ（toto）はほとんどの客は外れて配当されず、客全体への総配分金は売上の40～50％であり、「ボッタクリ度」世界最高のギャンブルである。その収奪額は売上1兆6千億円の50％ということだ。また、日本の公営競技（４Ｋ）も投票券の購入者のほとんどには当たらず、客への総配分金は70～75％で、世界水準からすれば控除率・収奪率は高い。
これに対して、カジノは平均すると90％台の配分率で「収奪度」は低く、日本のパチスロの配当率は80～90％（出玉率では90～100％）という。しかし、カジノはギャンブルの総賭け金は多いし、ＶＩＰ客や「やみつき客」からの収奪額も大きい。パチスロは1人当たり1日当たりの収奪金は数千円～数万円でも、全国に12000店を構えるご近所「ミニカジノ」として日常化しており、1000万人を超える客をよぶ。その収奪金は売上（貸玉）20兆円の10％としても、パチスロ産業の収奪額は2兆円を超える。
○　以上からすれば、日本の現行ギャンブルは全て略奪的ギャンブルといえ、世界的な取組の一つとして反対する市民運動が連帯することは重要である。かつて米国から始まった「4.22アースデー」の公害反対運動や地球温暖化防止行動は、世界的市民運動に発展した。このように地球的・普遍的視点で考えても防止すべきものがあるとすれば、次の害悪が理由になろう。
　（１）客（市民）への害悪　
　　　①ギャンブル依存、障害の発生（病的ギャンブリング）　　　②生活破局（自殺を含む）
③家族と周辺の経済的被害、平穏的生活への被害
　（２）社会への害悪　
　　　①犯罪の動機・原因、増大　　　②マネーローンダリング（ブラック・マネー）
　　　③脱税　　　　　　　　　　　　④犯罪集団の形成
（３）経済への害悪　
　　　①正の経済（経世済民）の妨害（観光産業としても非健全）
　　　②負の経済　虚構経済（ギャンブル経済、カジノ経済）の拡大
　（４）厚生・文化への害悪　
　　　①射倖心拡大と勤労精神の減退　　　②反勤勉思想と怠惰・遊興・射倖教育による反教育
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カジノ利権に群がる企業と人
『カジノ利用の正体』（宝島社　別冊宝島　2014.12.14）に、ＩＲ法の企画・立法準備の段階における、政治家や行政首長らの「利権」にまみれた相関図が図解入りでわかりやすく紹介されている。
その中心にいるのは、ＩＲ議連の最高顧問もし（近時辞任）、ＩＲ議連のほとんどを占める自民党の総裁安倍晋三であり、菅義偉官房長官の安倍内閣である。
１．まず「お台場カジノ」からみると、かつては石原慎太郎の下で旧アルゼ（現ユニバーサルエンターテインメント）の岡田和夫会長が誘致しようとした。そしてその後、「フジ連合」といわれるフジＭＨＤの日枝久会長、鹿島建設（元石原の公設秘書の栗原俊記専務、石原－猪瀬直樹前知事につながる）、三井不動産、日本財団（笹川一族）、森ビル、電通、博報堂も加わって推進していた。もちろんラスベガス・サンズなど外国カジノ企業も進出の構えを見せていた。なお、東京では築地カジノ構想にウインリゾーツも進出の意向も示していた。
２．次に「大阪カジノ（夢洲カジノ）」は、前大阪府知事・現大阪市長橋下徹と現大阪府知事松井一郎の積極的誘致策の下、維新議員らが動き、1兆円出資するというラスベガス・サンズと結びついている。これにはメルコ・クラウンやＭＧＭリゾーツも動く中、堺屋太一元内閣参与や元アルゼＣＥＯで府市特別顧問の余語邦彦も推進に動いていた。
　　府と市は準備室を合同でスタートさせ、カジノリゾート地へのＪＲや地下鉄による鉄道延伸3案まで推進している。実は大阪市は夢洲開発で苦境にある。夢洲の隣には大阪を代表するＵＳＪがあり、ＩＲにも参入する意向を示していた。しかし橋下市長とＵＳＪは賃料をめぐり対立した。
３．東京大阪に続く第三の候補地は「沖縄カジノ」であった。仲井眞弘多前知事は、沖縄県の建設企業大手である國場組（國場幸一社長）一族の國場幸之助議員（自民党・ＩＲ議連）と組んでカジノを進めていた。既に長年にわたる調査を実行し、國場組らへ1億円近い調査費用を支出しているし、カジノ誘致のために専従職員を配置していた。仲井眞前知事は、選挙公約では辺野古埋立に反対していたが、普天間跡地にＩＲリゾートという条件をのせて変心したのだった。だからＩＲ誘致にも一番先に手を挙げたのだった。
しかし今、沖縄は翁長新知事の下で誘致活動は全てストップしている。　　　　　　　　（Ｈ）
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「カジノ自治体」は許されない
１．1986年発表の「カジノ資本主義」（スーザン・ストレンジ）によれば、1970年代から世界は「カジノ資本主義」の時代に入っていったという。アメリカをはじめとして国家経済から市民の預貯金の金利、その経済価値さえギャンブル化したマネーゲームに振り回され、収奪される時代に入っている。この歪んだ資本主義が世界を席巻しているため、21世紀人はその毒に冒されているといえよう。
２．今回、ＩＲというカジノが、カジノ議連（ＩＲ議連）と安倍政権で進められている。カジノという本格賭博場を日本に導入しようという議員の動きは、一言でいえば、金のためなら手段を選ばないカジノ企業や、金のためなら何でもする議員の金色夜叉の世界だ。「議員の買収」をしてでも勧誘したい者と議員らの「金と支援者欲しさ」の結果である。
　　カジノ議連の個々の背景には、ギャンブル・パチンコ業界と観光客誘致を期待してカジノに夢を託したい経済界がある。厳密にいえば、カジノによる経済収入を期待しているのは産業界の全てでなく、総合レジャー開発で失敗した業者や疲弊した地方観光・娯楽産業の一部である。
これに地方自治財政の危機（地方企業の衰退、若者の流出…）の下で、一部の首長がカジノに飛びついている。北海道、東北、北陸、中国、四国、九州は立地的にビッグビジネスの進出にも見放されている。しかし、地元観光界は夢にすがり、地方の一部政治家（屋）を動かし、軽薄な首長らはカジノ誘致を勧めるコンサルに乗っているのだ。
この地方財界と地方財政収入の拡大への安易な期待が「カジノ地方自治体」を進めているのである。今、このレースは東は横浜、西は大阪が先行、北海道や長崎、宮崎も追いかけている。
３．「カジノ自治体」を生むことはそもそも許されない。
（１）地方自治体がカジノを誘致することは、福祉目的の政府、自治体を定める憲法、地方自治法に照らし、権限職能外で許されない。
　　　賭博のＩＲ誘致として、①地方自治体の職員を働かせ、②税金からなる財政から費用支出することも地方財政法上も許されないというべきだ。
（２）しかるに、大阪でいえば松井知事、橋下市長はＩＲカジノ準備委員会に企画させ、夢洲の鉄道延伸3案を発表した。これによると、ＪＲゆめ咲線延伸案：約1700億円、京阪中之島線延伸案：約3500億円、中央線夢咲トンネル案：約540億円が必要という。
　　　しかし、これらを建設してまでＩＲ誘致するのは明らかに「地方自治の本旨」に反する。大阪府・市の両首長は維新会派だが、個人としてもそれぞれギャンブル産業と繋がっているといわれる。カジノ誘致は首長の自治体への忠実義務違反である。　　　　　　　　　　　　　　（福）
（パチンコ研究）こんな広告でいいの？！
「パチンコ・パチスロは適度に楽しむ遊びです。のめり込みに注意しましょう。」
全日本遊技事業協同組合連合会
　相も変わらず毎週届けられるパチンコ・スロットの新聞折込み。だが2015年に入り、大小の違いはあるがそのチラシに表題のような表示が書き加えられるようになった。
　厚生労働省の委託調査により、パチンコ・スロットを中心として536万人とも推定されるというギャンブル依存者の疑いが明らかとなり、業界として知らぬ顔をしにくくなったようだ。
この標語の一部には「caution」マークも付されている。これが「警告」と分かる客は少なく、適正な注意ないし宣伝・表示とはいえない。
　まず、パチンコ・スロットが「適度に楽しむ遊び」でなくギャンブル賭博であるのに事実誤認を押し付けている。適度に楽しむどころかパチンコ・スロットに依存し社会的に犯罪までも生んでいるのに、「適度」ということはあり得ない。事実、人をEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(・・・),とりこ)にするから依存症が問題とされているのである。「楽しむ」というのが主観的なものなら、麻薬や覚せい剤だって楽しむ者はいる。心身を蝕むものも「遊び」だというならそうだろう。パチンコ・スロットは適度に楽しむ遊びになっていないのに、そうだと決めつけるのは黒を白というものだ。
　「のめり込みに注意しましょう」は「のめり込み」という現実・現象のあることを肯認している点では正しい。しかし、次々と「新台導入」「新台入替」「極上空間」等とうたって来店を勧誘し、「のめり込み」を招くチラシ広告の下では白々しい。一体だれがだれに注意をするのだろうか。
　そして、「It’s　a　promise（それは約束）」というセリフと親子（母子？）が指切りする写真も載せている。母親が幼子と指切りの約束をさせても、それはパチスロを優しいイメージにしようとするだけの広告である。これが店と客の約束というなら無責任ないし責任転嫁で、恥ずべきものである。
　半世紀も前、「タバコの呑みすぎに注意しましょう」というだけの広告があった。パチ・スロ誘惑広告の一方、この標語で業者が「適度に楽しむ遊び」として「安全・安心な遊技環境の提供」というのでは免罪の言にもならない。
　そのような言葉をチラシ広告に書くくらいなら、次の言葉を入れて欲しい。
　①パチンコ・スロットでお金と時間をムダに使っていませんか。
　②パチンコ・スロットは生活資金で遊ぶところではありません。
　③パチンコ・スロットに生活資金を使うことはお断りします。
　④あなたの使うお金は正当に働いて得たお金ですか。
　⑤盗んだり横領したりしたお金は絶対に使わないで下さい。
　⑥あなたのお金が正当な所得のものであることの証明を求めたときは御協力下さい。
　⑦あなたの氏名、そして資金について登録をお願いします。
　⑧あなたの遊興資金に疑問があればご家族や警察に連絡することを御了承下さい。
　「カジノは適度に楽しむ遊びです。のめり込みに注意しましょう。　　ＩＲ事業協同組合」
　カジノ依存症に対してパチスロ業者と同様カジノ事業者が出す広告もこうなるのだろうか。
（Ｙ）
公営競技（３Ｋ）の研究　「モーターボート（競艇）」
　本会報１４号で「ギャンブルと利権③『競艇』」と題してモーターボート競走法にもとづく利権を紹介した。３Ｋ（馬、輪、艇）の中で複雑にも６グループ（団体）が絡んでいるのが競艇である。日本財団（旧笹川財団）が直接間接に支配し約４８００億円の資産を持つことや、日本財団が多額の利益分配に与る実態を一定紹介した。
　ギャンブルは利権の下に運営され、そこに群がる官・民・企業は“美名”（？）に隠れて大衆から多額の「収益」を上げ、「ギャンブル依存症」を生んでいる。本会はその点で、事業者・企業側に厳しい批判視点を持つ。貧しい人の弱点（射幸心）につけ込み賭博開帳をシステム化し、ギャンブル依存症のような多くの“病い”を生む。その家族や社会に害を及ぼしているのに、その救済すらしないという“背徳”と“偽善”を告発する。
私たちは、地方自治体にはその愚挙たる公営賭博をやめ、政府には被害者の最たる病に堕ちた人々を回復させること、その家族、さらにケアーと救済にあたる人々を支援するシステムの構築を求めている。しかし、国も地方自治体もその病と害について対処を語らず、省庁も地方自治体も利権（収益金、官民特権）にしがみついているのである。
　今回より、個々の庶民から金をどう収奪し社会に害をもたらしているかについて、事例に基づいて研究し、同時に改善（廃止）を求めたい。
　なお、前記の会報１４号記事３項に「全国107自治体が総売上の中から日本財団が25％をとり」との表現があるが、これは、「全国自治体の事務組合が総売上の約25％をとり、日本財団は2.6％をとり、日本財団はその中から海洋、船舶、その他福祉事業に使う」というのが正しく、訂正する。日本財団は売上から自動的に金がもらえ、自己の影響下にある事業に金を配れるというが、これは現代の“花咲かじじい”ならぬ“病まきじじい”であると酷評されている。
場外券売場（ボートピア）
１．今回のテーマは場外券売場である。その中でも近年、場外券売場を増やして収益上げに狂奔している競艇事業をみてみたい。
それは身近なところにある。ボートピアといえば大阪では東梅田にある。いずれも出入口と交差点にはガードマンだらけ。そして中は中高年男性が99％というか100％で、女性は受付や食堂の人ぐらいしか発見できない。大阪の住之江のレース場にも行かず（住之江とは異なり無料で入れる）、軽食喫茶もあり、繁華な都心にある交通メリットで住之江より安易に行ける。有料だが特設ＴＶの席もある。しかし、客は圧倒的に立ったままの無料席で、テレビで案内される全国のレースを見ては自動発売機でその舟券を買っている。朝から晩まで熱中している高齢者は、良くて無職の年金生活者であり、悪ければ他人の金に手を付けている者としか見えない。ここは「ギャンブル依存者」の集まるところだが、その病人に対して治療・ケアするところはない。
２．この大阪の２か所のボートピアについてはまた調査報告するが、今回は海のない奈良県にある「ミニボートピア大和ごせ」（奈良県御所市大字室１８５－１）を紹介する。
　　2014年2月28日、奈良県初の場外舟券売場として誕生し、住之江の全レースをはじめ年間360日全国のレースを発売、最大1日4場48レースを発売する。ボートレース振興会がボートレース宣伝団体としてホームページに宣伝しているところによると、施行者は大阪府都市競艇組合と箕面市で、一日の来場者690人、売上690万円を目標にしているという。そこが思惑どおりいかないためか、近時のパチンコ店並みにビラ折込で営業広告を始めている。
　　2015年1月の新年早々、新聞折込広告物に「ボートピア大和ごせ」への来場案内チラシがあった。ボートピアとは、競艇場（ボートレース場）まで実際に行かなくとも、ボートレース場のないところでも全国のボートレースに金を賭けられるという舟券売場と換金場である。全国の各レースはテレビと場内アナウンスで案内されているから、結局ボートレース場に行かなくても全国のレースに金を賭けられる賭場を広げるものである。競艇場のような大きな設備はいらず、建物と駐車場があれば多くの賭客を集められる。ＡＴＭと同じで賭客は勝手に買い、予想が当たれば換金できる。全てコンピューターシステムで、人的経費は受付案内や競艇グッズを売る少数の女性職員とやや多めのガードマン、そして全体の管理者がいる。人件費、施設費も少ない効率の良い「賭博場」である。
３．こんな場外券売場を多数作るというのが、今の公営事業である。競艇はボートピア（ボートレースとユートピアをかけた合成語。ユートピアは本来存在しないところをいうが、理想郷と解釈される。胴元にとっての理想郷を期待していることはいうまでもない）、競馬はウインズ（Wins　winは勝ちのことだが実は語源は不知）、競輪はサテライト（Satellite　衛星の意、通信で結ばれた施設の由来と思われる）である。
　　しかし、賭客を集めたいとはいえ、一般家庭（未成年者も含め）の誰もが見る新聞折込で、競艇に賭けるよう勧誘するなど反教育的であり、非常識で反社会的である。
　　競艇を主催する自治体からなる組合は、もともと一つの競艇場内で売上げの約25％を収益金として分配してきた。その収益金は法律で開催の認められた昭和23～26年という戦争被災と税収不足、戦後産業の復興という大義（？）の下に始まったが、いまやその目的は失われている。それは「競輪」「競馬」「小型自動車（オートレース）」にもいえるが、賭客が期待ほど集まらないとしても、賭場運営そのものは百害あって一利なしの賭博開帳（刑法185条該当）なのだから、これら公営ギャンブルは、酒やタバコを売ることよりはるかに反社会的である。
　　ギャンブルの“勧誘”広告は本来許されるべきではない。
　　そして現実にボートピアに行けばわかるが、集められた人々は圧倒的に中高年の男性である。日中に仕事もせず、配布されたチラシや会場内テレビで次々案内される全国のレースに金のある限り賭ける男たち。これらの人々は例外もあろうが、圧倒的に「貧しき人々の群れ」であり、地方自治体が貧しい人々を賭博で集めて、賭金の約２５％を収奪する。
４．主催者は知っていても黙っているが、これら集まる人々は、①年金など生活費、②家族の金、③他人の金を借りたり（ほとんど嘘をついているから詐欺）、預かっている金をこっそり使ったり（横領、背任）、盗んだりした金、④さらには生活保護資金を使っている。
　　また、ここに来る人の10～20人に1人はアディクション（嗜癖）といわれようとディスオーダー（障害）をいわれようと病的でギャンブルに依存している。
　　もし開催者が、純粋に客が自分や家族の生活に害を与えない出処を知られて問題のない金だけを賭けていることをチェックしていれば、賭客は10人に1人も入場させられないだろう。純粋に競馬、競輪、競艇が好きでスポーツ性（？）やレジャー性を楽しむ人は、場外券売場には行かない。
　　今、ボートピアでやっていることは、野球や相撲、その他スポーツゲームを賭けにして、テレビやパソコン、電話で賭けさせているのと同じである。
　　そんな競艇開催の（1）公共目的喪失、（2）開催方法の逸脱、（3）券販売の逸脱に加えて、（4）一般家庭に向けて広告チラシで勧誘するのである。近時、ボートレースはテレビ、新聞、雑誌でも広告する。これも反教育的、反社会的だが、頼みもしない折込広告を出したボートピアと新聞販売店に対し、まず抗議をし、今後差し止めるよう求めたい。
投書　ギャンブル（博奕）は教育理念に反します
　鍛治野　伊矢代
１．人の射倖心とギャンブル規制の必要
　　人は家族や社会の一員です。昔から現代のように法律が定められなくても「決めごと」「きまり」がありました。自分も大切にする、他人の身体生命を害さず、財産も奪わないといったことから、暴行、傷害、窃盗、強盗、詐欺等々、現在でいえば刑法に定めることは禁止されていたのです。
　　そして、社会・国家の発展により社会的な利益、そして国家的利益までが損なわれるとして刑罰をもって禁じられるようになったのです。
　　賭博や富くじの発売は、当事者にとってはよくても、健全な社会秩序を損ねます。日本でも記紀万葉時代の8世紀から規制され、これは明治維新後の近代化社会に続いています。貴族官人支配層に盤双六などが一定普及し、役人らが職務を果たさなかったり、給与を賭けて失ってしまい破局することがあったからです。
　　江戸時代には、町人の賭博が寺や旗本屋敷の仲間部屋を賭場にして行われるようになり、地方でも庶民が副収入を得るようになると関東、東海とヤクザが賭場を開くようになりました。
　　人が本当にギリギリの生活で食べていくだけなら、賭博に手を出そうとする射倖心は育ちにくいでしょう。しかし、人が小金を持つとそれを利用した賭博開帳や宝くじ売りが生まれ、庶民の射倖心を煽って収奪することが拡がったのです。
　　人は射倖心を生まれながらに持つので、これを社会的法的に禁止しても無駄である、むしろ、射倖心を適当にコントロールするシステムを作るべきだという意見もあります。（中には、ギャンブルをする自由を奪うことは人権侵害だという者もいますが、これは例外でしょう。）
　　子どものジャンケンや順序をクジで決めるという「合理性」を強調したり、人の性（さが）を認め、むしろ儲けの世界を拡げて公認ギャンブルこそ闇ギャンブルの弊害をなくす手段だという論理にも使われます。
　　しかし、単なる占いくじや機会を平等化するクジの肯定と、金を賭けるくじや賭博とを同列視することはできません。単なる占いくじは別に詐欺を伴いませんし、人を破局させません。単なる順番決めのくじも問題は生じません。
　　ヤミの賭博を合法化はできないし（そういう意見まではほとんどありません）、今いわれているＩＲ（統合型リゾート）のカジノも結局、国家が勧める賭博です。それが地方自治体の収益源になると宣伝されて、観光・娯楽産業に期待する投資家がいるということです。そして、地域や業者を限定して特別法下に賭博場を作るというのが、いわゆる議員立法のＩＲ法案です。
　　このＩＲ法案は法案自体、ＩＲにより弊害が生じることを認めています。①犯罪組織の生成・拡がり、②マネーローンダリングや脱税、③ギャンブル依存症の発生、④教育・文化環境を害する点などです。これらの弊害、社会悪の克服は容易ではありません。導入論者は簡単に克服できるかのようにいいますが、いずれのカジノ導入国家でもその弊害には苦労しています。
２．ギャンブルは本質的に反教育的です。
　　教育にとっては射倖心を正面から肯定できません。単なるゲームからお金の取り合い（盗り合い）をするギャンブルが当然になれば、人は正当に働いてお金を得るべきと言えないのです。公営競技やパチンコというギャンブル、宝くじ、サッカーくじ等は勧めるものでなく、酒・タバコ・薬物と同様抑制し、未成年者や依存する人には禁止すべきものです。
　　また、ギャンブル依存により経済的困難が生まれ、多重債務者にさせ家庭を崩壊させることになりますのでギャンブルを認めるべきではありません。
　　お年寄りがギャンブルにしか楽しみがないとすれば、そんな高齢者社会や成年教育のあり方が問題です。お年寄りがオレオレ詐欺や特殊詐欺に遭わないようにするために、消費者教育が必要といわれていますように、ギャンブルについても教育が必要です。
　　ギャンブルに依存する高齢者だらけの競輪、競馬、競艇などは、日本の消費者教育（社会教育）の失敗どころか反教育宣伝システムそのものの結果ではないでしょうか。
　　日本の総理大臣、文部科学省の大臣、教育委員会の委員長、教育長の方々は、社会教育としてギャンブルが必要だと考えておられるのでしょうか。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊コラム　　　　　　　　　　無差別テレビ広告の罪
　近年、テレビを利用した宝くじ・toto宣伝、競輪・競馬・競艇宣伝、パチスロ宣伝が増えている。パチスロも換金可能なギャンブルの一種であり、若者から老人まで多くのギャンブル依存症をつくる主役であることを考えると、これらは禁じるか制限するべきだろう。
日本のテレビはビール類を中心に酒類広告が多すぎる。子どもが視る昼間帯や夜のゴールデンタイムも酒類ＣＭが流される。しかも旨そうに呑む映像で飲酒すること自体を強調しており、アルコール依存の被害を考えると罪が深い。
依存症には薬物やアルコールの物質依存があり、行動依存（システム依存）の代表がギャンブルである。他にケイタイ、スマホ、インターネットの依存症もある。
　自由資本主義・商業主義の下では、商品サービス購入者を囮にするよう仕向ける。そのためにあらゆる手段、メディアを使う。商業誌、商業ＴＶも購読数（率）、視聴数（率）が広告収入の基礎となるから人気取りになり、目立てばよいと考える。ここで企業倫理は、①過当競争、②他への不当な優越広告、③明白な詐欺、④社会法規違反も犯す。ギャンブルの利益をいう者も(1)反消費者性の排除、(2)教育的配慮、(3)社会的費用は語らない。そして無差別、無分別広告が多くなっている。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
 至言と思言 
Ｋ.マルクス　『宗教は逆境に悩める人のため息であり、……それは民衆の阿片である』
↓
Ｙ.イノウエ　「宝くじは逆境に悩める人の夢想であり、……それは民衆の痛み止めである」
　　　　　　　「宝くじはギャンブル嗜癖への誘いであり、……それは民衆からの巧みな収奪である」
　　　　　　 「パチスロはギャンブル依存者を生み出し、……それは民衆の金を奪うものである」
片田珠美　『成果主義、自発性、自己責任の重視社会で困難を苦労せず乗り越えるため薬を求める人が多く、それに応えるのが現代精神医学である』
↓
Ｙ.イノウエ　「金本位、弊害無視、無責任社会で苦労せず金を得る射倖心にとらわれる人は多く、それを利用し客から収奪することを考えるのが現代自治体の収益（奪）事業である」
ギャンブルＮＥＷＳピックｕｐ　
　（2015.1.1～3.30　今回は長くなって読むだけでも大変ですが、次号以降はもう少し簡単にします。）
2015. 1.1　　当会　　　　会報第３１号発行
　　　　　　 産経　　　　カジノ解禁はいつか　ＩＲ始動　経済効果計り知れず
　　　1.3　　神奈川　　　ＩＲ　横浜有力候補に
　　　1.4　　ﾋﾞｼﾞﾈｽＪ　　安倍首相とセガサミーの親密すぎる関係
　　　　　　 西日本　　　韓国カジノ光と影　年577万人の国民依存症問題　ＩＲに本腰
　　　　　　 神奈川　　　社説　ＩＲの負の側面看過できない
　　　1.5　　ブルーム　　マカオ2014年カジノ収入減　本土汚職撲滅運動影響
　　　　　　 産経BIZ　　くすぶるパチンコ税構想
　　　　　　 読売　　　　沖縄カジノ　県誘致見送り
　　　　　　 産経　　　　横浜市長インタビュー　カジノより子ども滞在リゾート
　　　　　   ｳｵｰﾙst　　　カジノのメルコ・クラウン　香港上場廃止申請（非上場化）
　　　　　　 日刊ｽﾎﾟ　　　橋下氏　カジノ一番手目指す
　　　1.7　　時事　　　　カジノ法案　仕切り直し　通常国会成立不透明
　　　1.9　　現代Ｂ　　　「横浜カジノ構想」活発化　「ハマドン（藤木氏）」も了解？！
　　　　　　 日刊大衆　　カジノでうごめく議員・官僚の利権争い
　　　　　　 夕刊フジ　　カジノ情報局　今年こそ再スタート
　　　　　　 ＡＢＣ　　　石破大臣「一極集中解消は今！カジノ導入を」
　　　1.10　　赤旗　　　　パチンコ業界御用政治家　自民、民主、維新41人（ＰＣＳＡ発表）
　　　　　　　産経BIZ　　遊技産業の視点　精神的二極化
　　　　　　　朝日　　　　ギャンブル依存症回復の道・下（田中紀子、森田展彰のコメント）
　　　　　　　濱口理佳　　オーストリアのスロットマシンによる依存症患者への6500万円返金を裁判所が命じた
　　　1.12　　PAGE　　　　ＩＲ研究は「西高東低」　大阪商大が極点
　　　　　　　NetＫeiba　　カジノ論議の言説９割は嘘か間違い
　　　1.13　　ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ　　日本のギャンブル依存率　世界で突出
　　　　　　　サンスポ　　ＪＲＡ　国内馬の出走する海外レース馬券　発売方針
　　　　　　　新華社　　　マレーシア　カジノ無料バスで退職者依存症
　　　1.14　　新華社　　　マカオカジノ王の甥　売春で逮捕　利益４億パタカ
　　　　　　　PiDEA　　　　マカオ、シンガポール　３人に１人カジノ経験なし
　　　　　　　千葉日報　　千葉市カジノ誘致で最大４４００億円経済効果試算
　　　1.15　　読売　　　　セガサミー里見治会長宅に発砲
　　　　　　　新建設新聞　　新規開発５７万㎡　ＩＲ可能性調査
　　　　　　　日刊ｹﾞﾝﾀﾞｲ　　セガサミー会長宅発砲事件の闇
　　　　1.16　　カジノル　　米のカジノ事情（商業カジノとﾄﾗｲﾊﾞﾙｶｼﾞﾉ、ｲﾝﾃﾞｨｱﾝｶｼﾞﾉ）
　　　　　　　　日経　　　　米カジノ大手シーザーズ　破産法１１条申請
　　　　1.17　　産経　　　　横浜商工会議所　２７年度研究会　治安も
　　　　　　　　大阪商大　　ＩＲマネジメントコース　４月より
　　　　1.18　　パラオ上院　　カジノ法案否決
　　　　1.19　　東京　　　　幕張カジノ　既存活用１３４８億円、新規４４３１億円
　　　　　　　　日刊ｽﾎﾟ　　　パチンコ店１９兆売上　粗利２.９兆円　営業利益５７００億円
　　　　　　　　ロイター　　 韓国カジノ２ヶ所建設へ
　　　　　　　　赤旗　　　　パチンコ店ＡＴＭ　全店の１割に　トラスト社
　　　　　　　　netKeiba　　「公営競技の現場が気をつけなければいけないこと」
　　　　1.20　　朝鮮日報　　社説　政権交代を待つ経済官僚
　　　　　　　　東スポ　　　カジノ遊びで金塊密輸
　　　　1.22　　市ヶ谷　　　四谷カジノディーラースクール
　　　　　　　　神戸　　　　ネットカジノ　バカラ賭博
　　　　1.23　　よみうり　　違法カジノ店に部屋貸した会社　組織犯罪収益法で送検
　　　　　　　　関西同友会　　大阪カジノ提言
　　　　1.24　　北海道　　　ＩＲ道民セミナー主催（苫小牧、31日釧路、2月3日留寿都村）
　　　　　　　　マカオ　　　カジノ合算利益22％減2387億円、5兆1209億円
　　　　　　　　　〃　　　　中国富裕層　韓国やフィリピンへ
　　　　1.25　　神奈川　　　新たなＩＲ構想必要　弁護士竹森裕子
　　　　1.26　　ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ　　ラスベガス、マカオ、シンガポールは収益モデルが違う
　　　　　　　　産経biz　　看過できないマカオ売春産業
　　　　　　　　netKeiba　　カジノ解禁で競馬は？　カジノを実現させるためのシナリオ
　　　　　　　　ベトナム　　ＩＲカジノ　日本人を視野に
　　　　　　　　産経　　　　カジノ議連　ギャンブル依存症調査を政府に要請
　　　　1.27　　日経　　　　比カジノ会社　韓国で開発
　　　　　　　　PiDEA 　　　幕張マイス推進でカジノ意欲　千葉県
　　　　1.28　　ﾋﾞｼﾞﾈｽJ　　中毒者を生む闇スロの惨状
　　　　　　　　経済　　　　日本のカジノ誘致　韓国人はどう見る？
　　　　1.30　　『「カジノで地域経済再生」の幻想』桜田照雄（自治研）出版
　　　　　　　　メディアのための自殺関連学習会「日本のギャンブル問題と今後」井上善雄
　　　　1.31　　ナイワン　　携帯カジノ　カジパラ　白夜書房社長の長男常習賭博
　　　　　　　　カジノ反対横浜集会　100名以上
　　　　2.1　　『カジノ解体新書』森巣博（扶桑社）出版
　　　　2.3　　当会　　　　会報第３２号発行
　　　　　　　 ﾋﾞｼﾞﾈｽJ　　わずか60秒で10万円を20万円にする方法　―　ﾈｸｽﾄﾄﾚｰﾄﾞ投資ｻｲﾄ
　　　　　　　 現代ビジ　　里見会社　資産500億円　年収20億円
　　　　　　　 ｳｵｰﾙst　　　マニラで新カジノ
　　　　2.4　　ロイター　　中国人呼び込む外国カジノ　公安当局取締り強化へ
　　　　2.5　　マカオ　　　マルハン　マカオカジノに出資
　　　　2.6　　日経　　　　マニラで大型カジノ開業
　　　　　　　 2chｶｼﾞﾉ　　安倍首相　セガミとの親密すぎる関係
　　　　2.7　　読売　　　　千葉県　カジノ検討中止
　　　　　　   西日本　　　カジノ王国に学ぼう　福岡2.25シンポ
　　　　　　　 日経　　　　地方創生　関西主導「ＩＲ起爆剤に」
　　　　2.9　　九弁連　　　ＩＲカジノ反対声明
　　　　　　　 日刊ｹﾞﾝﾀﾞｲ　溝口　折り込み時評199「闇カジノディーラーに需要なし」
　　　　2.10　　琉球　　　沖縄県　カジノ関連予算削除
　　　　　　　　マカオ　　マカオＶＩＰカジノ仲介業　カンボジアへ進出
　　　　2.11　　日経　　　夢洲観光開発に最大１９０ｈａ
　　　　2.12　　朝日　　　マカオ　カジノなど建築ラッシュ
　　　　　　　　日経　　　病的窃盗６～７割女性　３０代目立つ　ギャンブル依存と同様早期発見
　　　　　　　　PiDEA　　中国内　カジノ勧誘に規制強化
　　　　　　　　Asiax　　仁川空港　ＩＲシンガポールのライバル（セガサミーも参加）
　　　　2.14　　産経　　　岐阜教育委　課長着服パチンコへ３５０万円
　　　　　　　　マカオ　　サンズ･チャイナ　2014年売上１.１３兆円
　　　　2.16　　マカオ　　カジノで上海の官商１９０億円返済せず
　　　　　　　　赤旗　　　パチンコ店内ＡＴＭ　トラストワークスが特許
　　　　　　　　JBﾌﾟﾚｽ　　ダイナム　カジノに意欲（アナリスト）
　　　　2.17　　日経　　　米カジノの曲がり角
　　　　　　　　中央　　　韓国カジノ２ヶ所年内に追加
　　　　　　　　ｶｼﾞﾉIR　　モンゴルＩＲ案　議会投票
　　　　2.19　　読売　　　カジノ候補　横浜と大阪市　政府方針　　（←誤報でした）
　　　　　　　　中日　　　名古屋でカジノ賭博15人逮捕（客と6人も）
　　　　2.20　　ロイター　　ＶＩＰ客減で冷え込むマカオ
　　　　2.21　　毎日　　　舛添知事　カジノ検討への応答　ｶｼﾞﾉがなければ経済再生しないは誤り
　　　　　　　　ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ　　ギャンブル依存　生活を賭けたらもはや娯楽ではない
　　　　　　　　赤旗　　　カジノ　やったあとで問題を考えればいい
　　　　2.22　　東京　　　しぼむ公営ギャンブル
　　　　2.24　　朝日　　　カジノを日本に？　RoundⅡ
　　　　2.25　　ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ　　カジノ解禁によるビジネスチャンス
　　　　2.26　　産経　　　韓国カジノ大逆風　犯罪、自殺・・・
　　　　　　　　住之江区　　カジノ問題懇談会
　　　　2.27　　読売　　　パチンコにはまった警察官　同僚の捜査費盗む
　　　　　　　　カブタン　　周大福　韓国カジノに参入
　　　　2.28　　中央日報　　比、香、米企業　韓国カジノに関心
　　　　　　　　PiDEA　　　腐敗防止でマカオカジノ売上半減
　　　　　　　　産業BIZ　　久里浜医療センター河本泰信医長「ギャンブル依存必要」発言　日遊協インタビュー
　　　　　　　　デイリー　　海外馬券　来年にも実現へ
　　　　3.1　　民新　　　　大阪にカジノはいらない
　　　　3.2　　スポニチ　　カジノスクール　合法化への夢
　　　　3.3　　マカオ　　　カジノで４８００万円分チップ盗難
　　　　　　　 院内集会　　カジノ解禁を考える（自・民・維・共・社民）　新宗連も
　　　　　　　 琉球朝日　　翁長知事　カジノ「観光資源損ねかねない」
　　　　　　　 ｳｵｰﾙst　　　中国人観光　香港マカオより日本へ
　　　　3.6　　岩波　　　　古川美穂「東北ショック・ドクトリン」出版　被災地カジノ構想を批判
　　　　3.7　　日経　　　　公営ギャンブル　赤字に勝てず
　　千葉市競輪（2017年末まで）、神奈川、横浜、横須賀市（川崎、小田原競輪2015年3月末まで）、藤沢市（平塚競輪2015年度末まで）
ＤＭＭ　　船橋オートレース2016年で廃止で、全国オートレース存続危機
　　　　　　　 NHKBS1　　マカオカジノのドキュメンタリー番組
　　　　　　　 マカオ　　１０人に１人カジノ従業員（５.９万人）
　　　　　　　 大阪ﾈｯﾄﾜｰｸ　　ＪＲ塚本でカジノ反対の宣伝活動
　　　　3.8　　日刊ｽﾎﾟ　　橋下市長「都構想」でカジノ構想
　　　　　　　 北海道　　 カジノ法案　今回見送り　2020年開業困難
　　　　　　　 コネチカット　　３カジノ新設への法整備（東海岸の増設に対抗）
　　　　3.9　　日刊SPA　　森巣博氏　ＩＲ推進の木曽崇の経歴詐称を批判
　　　　　　　 全国ｸﾚｻﾗ対協　　カジノ反対会議
　　　　3.10　　当会　　　　会報第３３号発行
　　　　3.12　　鳥畑与一著「日本のカジノ」（ベスト新書）4月9日発売へ
　　　　　　　　ブルーム　　マカオカジノへの期待しぼむ
　　　　3.13　　All About　　カジノとギャンブル依存の日本の誤った認識（松井政就）
　　　　　　　　　　　　　　 日本のギャンブル依存はマシン（パチンコ・スロット）
　　　　　　　　ブログ　　カジノに目が眩んでいる政治家は取り込まれていることを理解せよ
　　　　　　　＜略奪的ギャンブル国民統一行動デー　９月２６，２７日＞
　　　　　　　　日遊協　　五輪前に横浜市・大阪市でカジノ開業を
　　　　3.14　　時事　　　マカオ１５年ぶりマイナス成長（2014）
　　　　　　　　北海道　　カジノリゾート苫小牧市中間報告　２ヶ所候補
　　　　　　　　日刊読むラジオ　　消えゆく「公営ギャンブル」（森本毅郎）３.９放棄
　　　　3.15　　遊技通信　　3.12カジノジャンケッターセミナー　ＶＩＰジャンケッタ―が必要
　　　　3.16　　朝日　　　福本伸行さんとシンガポールカジノ　国内カジノ入場制限２４万人
　　　　3.18　　朝日　　　カジノ法案再提出へ
　　　　　　　　ｻﾝｹｲBS　　アジアのカジノ　中国人客争奪戦
　　　　3.19　　産経　　　5200万円着服元弁護士　カジノや高級クラブ浪費と負債　実刑
　　　　　　　　日経　　　増える「ギャンブル依存症」治療の取組急務
3.20　　産経　　　米ＭＧＭ会長「東京にはトップクラス不足」
　　　　神奈川　　横浜市長　ＩＲ導入の意義
ブラジル　　サンパウロ　カジノ検挙　客を含め100人逮捕
　　　　　　　ALL About　　ギャンブルの定義　パチンコの定義
　　　3.21　　ロイター　　米国税庁　ユニバーサルＥ　カジノ関係を調査
　　　　　　　日経　　　カジノ法案　自民など再提出　　公明対応焦点
　　　　　　　週刊実話　　お台場カジノ頓挫で番組改編　フジテレビの苦渋
　　　　　　＜カジノいらない全国集会　大阪ＡＴＣ＞
　　　3.22　　赤旗　　　大阪にカジノあかん全国集会
　　　3.23　　北海道　　苫小牧市　ＩＲ効果年９５０億円超と試算（あずさ監査法人）
　　　　　　　日経　　　銀河娯楽　「反腐敗」で成長ブレーキ
　　　　　　　２ｃｈ　　マネーローンダリングで本土中国人６人逮捕
　　　3.24　　ＮＨＫ　　自民・維新などカジノ法案再提出へ　３０日総会
〃　　　マカオ汚職取締りの影響でカジノ減収
　　　　　　　　産経　　　ＩＲ議連法案　日本人制限　不正防止策
　　　　　　　　２ｃｈ　　ＭＧＭマカオ　純損失３.４２億円ドル　ラスメガス
　　　　　　　　日経　　　千葉工大　カジノ卒論
　　　　3.25　　仁川　　　韓国ホテルカジノで大負け日本人遺体
　　　　　　　　PiDEA　　　カンボジア５９外国人カジノ　税収２５００万米ドル
　　　　3.27　　TBS､NHK　　「カジノ法案」ずれ込む可能性　自公協議
　　　　3.29　　河北　　　社説：カジノ法案冷静な扱い望む
　　　　3.30　　全国カジノ賭博場設置反対連絡協議会　　カジノ法再提出反対記者会見
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

１．第４回総会のご報告　（４月３日午後１時～３時　プロボノセンター）
〈出席者〉会員５名、委任状５名
〈活動報告〉
　・会報は第２３号～第３３号まで、月１回、１０～２０頁程度で発行
　・宝くじ差止訴訟は、平成２６年７月１８日提訴以来、９月３日、１１月１９日、１月１４日と３回弁論をし、次回は４月２２日午後１時１５分より大阪地裁８０８号法廷。（今日の宝くじ販売の不法性を主張した準備書面を次号会報に掲載予定。）
　・９月６日～７日に開催された第２１回全国市民オンブズマン岩手大会では、２日目午前９時半からギャンブル問題の分科会があり、１００名近い方（当会員からは７名）が参加されました。カジノ反対協の吉田哲也弁護士からカジノ解禁法とカジノの弊害について、ギャンブル依存症の体験者から報告、北海道立精神保健福祉センター田辺等所長からギャンブル依存症の報告、井上から韓国江原カジノの実態、秋田なまはげの会から秋田イーストベガス構想の報告と質疑などがあり、１２時まで討論でいっぱいでした。
　　　また、井上は「市民オンブズマンとギャンブル問題」をまとめ、全国のオンブズマンがＩＲカジノやギャンブル問題に取り組む必要を訴えました。その取っ掛かりとして、ＩＲカジノに関する費用支出についての住民監査請求書ひな型を一例として総会で配布しました（御希望の方はご連絡下さい）。
そして、総会ではカジノ反対決議が採択されました。
・カジノ（ＩＲ）法案は議員法案として提出されましたが、11月解散により廃案となりました。しかし、今もカジノ（ＩＲ）議連は成立を狙っています。但し、2020年東京五輪に開業を間に合わせることは事実上困難となりました。この遅れの間に、韓国、フィリピン、ベトナム、タイ、カンボジアなどでは中国人客を狙ったカジノが拡大されていますが、中国政府の意向で中国人客にもブレーキがかかっているという現状です。
・大阪の夢洲カジノ構想は、橋下と関西経済同友会が推進役を続けています。
〈役員人事〉
特に自薦もなく、井上が引き続き代表兼事務局をさせていただくこととなりました。
〈今後の活動〉
ギャンブルによる被害をなくすために様々な活動案が提起されました。
　・ギャンブルの反社会性と依存症などの研究と啓蒙
　・ギャンブル依存症を生む公認ギャンブルの是正、抑制
　・国及び地方自治体に対して、ギャンブル依存症への姿勢を変更させる活動
　・国及び地方自治体に対して、被害回復、救済団体への支援をさせる活動
　・カジノなどギャンブル拡大の反対運動
　・ギャンブル広告を是正、反対する活動
　・ギャンブル被害者との交流
　・宝くじ差止裁判の遂行
　・ギャンブルによる経済被害の法的救済
　　以上の活動案は有意義であっても全てを行うことは会の能力を超えています。ですが、会員一人一人の活動で少しずつでも積み重ねていきましょう。
〈会計報告〉
　会計報告があり了承されました。
２．事務局より　お願い＆見学ツアーご提案　
　・ギャンブル、カジノ、その他「思うこと」「できること」「やるべきこと」「疑問」・・・何でも結構ですので会報にご投稿下さい。
　・不当なギャンブル広告を御通報下さい。（資料、写真や情報など御提供ください。）
　・公営賭博場、場外券売場に行ってみませんか。ご希望者が３名以上になれば企画します。
　・パチスロ店はパチスロの機械やシステムについて客に丁寧に説明することが決められています。
パチスロ店はほぼ日遊協（日本遊技関連事業協会）の参加団体ですが、パチンコ店における依存（のめり込み問題）のガイドラインが、２月１８日決まりました。「のめり込みに注意しましょう」との広告、案内、店内アナウンス、リカバリアナウンスをし、初心者の客には「遊パチ」「１円パチンコ」を勧めるということや、遊技機等に機械性能スペック等のガイドブックや台間POPを備え、正しく説明できるスタッフで対応することなどが決まっています。
この取組の良否は別として、実際にどうなっているかパチンコ・スロット店でこの点説明してもらいましょう。参加希望者３名以上になれば企画します。
【裁判情報】大阪地裁　平成２６年（ワ）第６６８３号事　宝くじ販売差止請求事件
　次回期日：平成２７年4月22日（水）午後１時１５分　　８０８号法廷（傍聴可）
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事務局だより





当会は財政上は専らカンパで成り立っています。


会費・カンパを下記口座までお願いします。


記


りそな銀行　北浜支店　普通０１１５７１９


口座名義：ギャンブル被害をなくす会
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